
問

決 算 概 要2018 年度

2 0 5 億 3 1 5 6 万円
（前年度比 7 . 0 ％減）

1 9 9 億 9 2 5 7 万円
（前年度比 7 . 3 ％減）

　　会計一 般 　 財政課　☎（22）2111（内線221）

歳入 歳出

100 億

50 億

150 億

０

200 億

民生費

保育所の整備、児童や高齢者の支援、
生活保護などにかかる経費

59 億 3576 万円

総務費

市役所の管理、市税の徴収、戸籍
などの市役所全般にかかる経費

33 億 2503 万円

公債費

市債の返済にかかる経費
22 億 9915 万円

土木費

道路、公園、河川などの公共施設
の整備や維持管理にかかる経費

21 億 3590 万円

教育費

学校の建設・管理、生涯学習など
の教育行政にかかる経費

衛生費

予防接種などの健康管理やごみ処
理などにかかる経費

16 億 7298 万円

農林水産業費

その他

農林水産業の振興、農道整備にか
かる経費

消防、商工労政などにかかる経費

11 億 7349 万円

16 億 8635 万円

17 億 6391 万円

29.7％

16.6％

11.5％

10.7％

8.4％

5.9％

8.4％

8.8％

市税

皆さんが中野市に収める税金
61 億 8451 万円

地方交付税

皆さんが国に納める税金の一部。
地方公共団体の財政状況に応じ
て配分

53 億 8619 万円

国庫支出金

皆さんが国に納める税金の一部。
特定の目的を達成するために国
から交付

19 億 307 万円

市債

事業を行うために国や銀行から
借り入れるお金

17 億 9347 万円

県支出金

皆さんが県に納める税金の一部。
特定の目的を達成するために県
から交付

12 億 5692 万円

地方消費税交付金

皆さんが国に納める消費税の一
部。一定の割合で交付

８億 5510 万円

諸収入

他の収入科目に含まれない収入。
延滞金や預金利子など

8 億 3138 万円

その他
23 億 2092 万円

30.1％

26.2％

9.3％

8.7％

4.2％

4.0％
11.3％

6.1％
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PickUp!

前年度との
比較（主なもの）

総務費…23億 2306 万円の減（新庁舎整備事業、
防災行政無線デジタル化整備事業の減少）
衛生費…１億 6365 万円の増（し尿等投入施設
整備事業費の増加）

歳出
市税…6257 万円の減（個人市民税及び固定資
産税の減）
地方交付税…6297 万円の減（合併算定替によ
る普通交付税の特例措置の段階的な縮減）
国庫支出金…7789 万円の増（地方創生汚水処
理施設整備推進交付金の増加）
市債…17 億 5545 万円の減（新庁舎整備事業、
防災行政無線デジタル化整備事業の皆減）

歳入

※１万円未満四捨五入のため、数値が一致しない場合があります。
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特 企別 業　　会計・　 会計
会計名 歳入 歳出

特別会計

国民健康保険事業 49億7403万円 49億2162万円
後期高齢者医療事業 5億2681万円 5億1442万円
介護保険事業 45億0585万円 43億8242万円
倭財産区事業 90万円 66万円
永田財産区事業 57万円 41万円
中野財産区事業 430万円 376万円
計 100億1246万円 98億2329円

企業会計
下水道事業 34億3699万円 37億2270万円
水道事業 13億862万円 13億3054万円

一般会計基金残高（2018 年度末現在）
財政調整基金 29億1572万円
減債基金 ７億9732万円
公共施設等整備基金 32億1147万円
合併振興基金 13億3700万円
その他基金 25億6836万円
合計 108億2987万円
市民一人当たり 約24万円

市債残高（2018 年度末残高）
一般会計 204億3651万円
下水道事業会計 173億2461万円
水道事業会計 33億4277万円
合計 411億389万円
市民一人当たり 約92万円

◀ 2018 年度決算の詳細は市公式ホームページに掲載しています

　特定の事業を行うため一
般会計と分けて経理をして
いる６つの特別会計は、す
べて黒字となりました。
　企業会計は、独自の収入
でその経費をまかなう独立
採算を原則とする会計で、
本市では下水道事業会計と
水道事業会計が該当しま
す。

　市の貯金に当たるものが「基金」です。
2018 年度の基金残高は 108 億 2987 万円で、
前年度末に比べ２億 9201 万円の減少となりま
した。財政調整基金、減債基金及び公共施設
等整備基金を合算した「主要３基金」は、新
庁舎整備事業費への充当などにより、前年度
末に比べ２億 2826 万円の減少となりました。

　市の借金にあたるものが、「市債」です。本
市の全会計の市債残高は 411 億 389 万円で、
前年度末に比べ 13 億 4195 万円の減少となり
ました。
※市民一人当たりの残高は、2018 年度末の住民基本台帳
　人口（４万 4507 人）をもとに計算しています。

市の貯金は？

市の借金は？

　

Check!

指標（※） 実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

中野市 赤字なし 赤字なし 5.8％ 赤字なし

早期健全化基準 13.01％ 18.01％ 25.0％ 350.0％

財政再生基準 20.0％ 30.0％ 35.0％ ー

財政状況は健全？

　自治体の財政状況を判断する基準として健全化判断
比率等を公表しています。本市は、いずれの指標も早
期健全化基準以内であり、健全な数値となっています。

〇実質赤字比率
　一般会計等の標準財政規模（標準的な状態で毎年
度経常的に市の収入となる一般財源の規模で、2018
年度は 123 億 8811 万 8000 円）に対する実質赤字額
の比率。財政運営の悪化の度合いを示す。

〇連結実質赤字比率
　公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字
額および基金の不足額の標準財政規模に対する比率。
財政運営の悪化の度合いを示す。

〇将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準
財政規模を基本とした額に対する比率。現時点での
負債の残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性
の度合いを示す。

※財政の健全化を判断する指標の内容


